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1．はじめに
リース取引に関する会計基準については、わが国で所有権移転外ファイナンス・リース取
引に対して例外的に認められていた賃貸借処理が廃止されたのは記憶に新しいと思われる。
現在、国際会計基準審議会（以下、IASB）と米国財務会計基準審議会（以下、FASB）によ
り共同で行われているリース会計の見直しプロジェクト（以下、共同プロジェクト）では、
新たな基準の設定が試みられている。共同プロジェクトは、2006 年 7 月にその活動が開始さ
れ（1）、2009 年 3 月にはそれまでの作業の内容をまとめたディスカッション・ペーパー「リー
ス：予備的見解」が、2010 年 8 月には公開草案「リース」（以下、ED）が公表されている。
ED では、経済的実態に着目してリース取引を 2 つに分類しそれぞれに異なる会計処理を要
求する従来の会計モデルが改められ、原則としてすべてのリース取引に同じ会計処理を要求
する使用権モデルと呼ばれる新たな枠組みが提案されている。わが国の企業会計基準委員会
（以下、ASBJ）も、 IASB との会計基準のコンバージェンスに向けた「東京合意」（2）のもと、
共同プロジェクトから公表された ED の内容の理解促進を目的として、2010 年 12 月に「リ
ース会計に関する論点の整理」を公表している。このように、わが国においても共同プロジ
ェクトから公表された ED の内容をもとに、リース会計基準が今後見直される可能性がある。
本稿では、見直し作業が進められているリース会計のうち、変動リース料を含むリース取
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引（以下、変動リース料取引）、特に原資産（3）の使用に関わる借手の業績に連動するリース
料を含むリース取引（以下、業績連動型変動リース料取引）の会計処理について検討を行う。
変動リース料取引では、支払リース料の金額の一部（または全部）が使用量や業績などの特
定の将来事象に基づいて決定される。現行諸基準および ED では、リース取引に係る資産
（以下、リース資産）と負債（以下、リース負債）を当初認識する際、基本的にはそれらの
計上金額を借手が支払うリース料総額の現在価値、つまり負債の金額をもって測定すること
を求めている。ここで問題となるのは、現在価値の算定の基礎となるリース料に変動リース
料が含まれるか否かである。現行諸基準では変動リース料をリース料の現在価値計算に含め
ないか、一定の基準を満たしたものだけを含めるという会計処理が要求されている。他方、
ED では、すべての変動リース料を見積り、リース料の現在価値計算に含めることを求めて
いる。ただ、現在進められている ED の見直し作業では、そのような測定値の信頼性が疑問
視され、リース料の現在価値計算に含むべき変動リース料の種類が制約されようとしている。
このようにリース会計の見直しは進められているが、負債の金額をもって当初測定を行う
ことに変わりはなく、結局それは測定値の信頼性という限界のもと、業績連動型変動リース
料が当初測定に加味されない帰結をもたらす。業績連動型変動リース料取引を、変動リース
料の規定を含まない通常のリース取引と比べた場合、借手にもたらされる原資産または権利
は同じものであるという内実に目を向ければ、業績連動型変動リース料を含まないリース料
の現在価値による当初測定はリース資産およびリース負債の過小計上をもたらす恐れがある
と考えられる。このような変動リース料の取扱いを悪用し、通常のリース取引にあえて業績
連動型変動リース料を含めることで最低リース料を低く抑え、リース資産およびリース負債
の計上を回避したり、計上金額を低く抑える実務が行われているともされている（4）。
他方、G4+1 から 2000 年に公表されたポジション・ペーパー「リース：新たなアプローチ
の導入」では、業績連動型変動リース料について現行諸基準および ED で見られる当初測定
とは少し異なる方法が提案されている。そこでは、最低リース料の現在価値がリース取引に
より借手にもたらされる権利の公正価値を表していない場合、権利の公正価値をもって当初
測定するという方法が提案されている。つまり、資産の側に目を向けた当初測定が提案され
ている。
本稿では、当該方法がこれまであまり検討されてこなかったこと、および、現行諸基準等
が抱えるリース資産およびリース負債の過小計上問題の解決策になりうることに注目し、当
該方法が他の当初測定方法に比べていかなる特徴を有するのかを検討し、積極的な意義につ
いて考察を行う。
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2．現行諸基準の会計処理
2.1　変動リース料の種類と内在する会計上の問題
ED によれば変動リース料とは、「リースの契約条件のもと、リースの契約締結後に発生す
る事実又は状況の変化（時の経過を除く）により生じるリース料」とされている（ED, 
Appendix A）。借手が支払うリース料は、契約で定められた固定額であることが一般的であ
る（本稿では、このように借手が支払うリース料が固定額で取引開始前に確定しているリー
ス取引を変動リース料取引との対比で「通常のリース取引」と呼ぶ）。しかし、変動リース
料取引では、リース料のうちの一部（または全部）が将来時点における何らかの値に基づい
て決定される。
ED では、変動リース料の金額を決定する指標として次の 3 つがあるとされている。
①物価変動、または外部のレートもしくは指数の変動
②原資産に起因する借手の業績
③原資産の使用量
①に連動する変動リース料の取引では、変動リース料部分の金額が市場のリース料、
LIBOR などの外部レート、または消費者物価指数などの指数の値に連動して決定される。②
に連動する変動リース料の取引としては、小売店舗のリースにおいて当該店舗からの売上高
の割合に基づいてリース料が決まるケースなどが挙げられる。③に連動する変動リース料の
取引としては、自動車リースにおいて借手の使用量が特定の走行距離を上回ると追加のリー
ス料が求められるケースなどが挙げられる（ED, paragraph BC121）。
このように、リース取引開始後のある時点における指標の値に基づいてリース料が決定さ
れるのが変動リース料取引の特徴である。そのため、実際のリース料の金額は、通常のリー
ス取引と異なり変動リース料を決める指標が定まる時点まで明らかにならない。このような
変動リース料取引の特徴は、リース料の現在価値をもって行われるリース資産およびリース
負債の当初測定をどのようにするかという問題を生じさせる。
本稿では、上記の 3 種類の変動リース料にかかる現行諸基準等での取扱いを概観し、業績
連動型変動リース料に範囲を限定し、その会計処理について検討を行うことを目的としてい
る。
2.2　現行諸基準における借手の会計モデル
わが国および米国、IFRSs（5）における現行の会計基準は、いずれもリース取引の経済的実
態に着目し、それが原資産の売買取引に近いものをファイナンス・リース取引（以下、FL
取引） （6）に、賃貸借取引に近いものをオペレーティング・リース取引（以下、OL 取引）に分
類し、前者には売買に準じた会計処理を、後者には賃貸借処理を適用することを求めている。
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リース取引の分類基準には、所有権移転条項または割安購入選択権の有無に基づく分類基準
や、現在価値基準および経済的耐用年数基準（7）と呼ばれるような分類基準がある。そのなか
の現在価値基準では、リース料の現在価値がリース開始時点の原資産の公正価値の 90％以上
（8）であれば、そのようなリース取引の経済的実質は原資産の売買であるとされ、FL 取引に
分類される。FL 取引に分類された場合には、リース取引開始前（9）にリース資産およびリー
ス負債を計上しなければならない。それらの計上金額は、基本的にはリース料の現在価値を
もって測定される（10）。したがって現行諸基準では、リース料の現在価値計算に変動リース料
が含まれるか否かは、リース取引の分類ならびにリース資産およびリース負債の当初測定額
に影響を与えることになる。
2.3　現行諸基準における変動リース料の取扱い
日本におけるリース取引に関する会計処理を定めているのは、1993 年に企業会計審議会か
ら公表され、2007 年 3 月に ASBJ によって改訂された「リース取引に関する会計基準」と
2011 年 3 月に最終改訂された「リース取引に関する会計基準の適用指針」である。しかし、
当該会計基準のなかで変動リース料の取扱いに関する記述は存在せず、適用指針において
「リース料が将来の一定の指標（売上高等）により変動するリース取引など、特殊なリース
取引については、本適用指針では取り扱っていない」（適用指針，90 項）とされ、変動リー
ス料が適用指針の範囲外であることが明記されているのみである。
IFRSs におけるリース取引の会計処理を定めた会計基準は、1982 年に公表され、2003 年
12 月に最終改訂された IAS 17「リース」（以下、IAS 17）である。そのなかで、変動リース
料は、リース料の現在価値計算から除くとされている（IAS 17, paragraph 4）。したがって、
変動リース料はリース資産およびリース負債の当初測定額に加味されない。また、変動リー
ス料は、発生した期間の費用として処理するとされている（IAS 17, paragraph 25）。
米国におけるリース取引に関する会計処理を定めた基準は、Accounting Standards 
Codification（以下、ASC）の Topic 840「リース」 （11）である。まず、変動リース料がリース
料の現在価値計算に含まれるかであるが、リース期間中の機械の使用時間や売上高といった
リース資産の将来の使用に直接関連する指標に連動するリース料は除くこととされている。
これらの変動リース料は基本的には発生時費用処理されることになる。しかし、消費者物価
指数やプライム・レートのような現存する指数またはレートに連動するリース料はリース料
の現在価値計算に含めるとされている。その際、リース開始時に存在する当該指数またはレ
ートの値をもとにリース料を見積るとされている。その後の指数またはレートの変動からも
たらされる支払リース料の増減は、他の変動リース料と同様、発生時に費用処理することが
求められている（12）（ASC, para. 840-10-25-4）。
以上のように、わが国および IFRSs の現行基準では、変動リース料を当初測定で加味せず、
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発生時に費用処理することになる。他方、米国基準では、指数またはレートに連動する変動
リース料は当初測定に含め、原資産の使用に直接関連する指標（使用量や業績など）に連動
する変動リース料は当初測定に含めず、発生時に費用処理することが求められている。本稿
の検討対象である業績連動型変動リース料については、いずれの現行基準でも当初測定に含
めず、発生時に費用処理するとされている。
3．ED（2010）の会計処理とその見直し
3.1　ED における借手の会計モデル
ED では、現行諸基準のもとで問題視されているリース取引の分類規準を用いた（悪用し
た）リース資産およびリース負債の計上回避という問題、つまりリース資産およびリース負
債の計上が求められる FL 取引に分類されないようにリース取引の契約内容を仕組むという
問題の解決を出発点として、新たな会計モデルの構築が検討されてきた。ED で提案されて
いる借手の会計モデルは使用権モデルと呼ばれるものであり、リース取引によって借手にも
たらされる原資産を使用する権利とリース料を支払わなければならない義務に着目し、すべ
てのリース取引に対してリース取引開始前にリース資産およびリース負債の計上を求めるも
のである。すべてのリース取引でリース資産およびリース負債を計上しなければならないた
め、リース取引を仕組むことでそれらの計上を回避することはできない。つまり、ED には
リース取引の分類に関する規定は存在しない（13）。
リース資産およびリース負債の当初測定についても、現行諸基準と異なる提案がされてい
る。まず、リース料の現在価値計算で必要になるリース期間については、現行諸基準での
「解約不能なリース期間（更新オプションや解約オプションの行使が合理的に予想される場
合にはその期間を含む）」ではなく、「発生する可能性が発生しない可能性を上回る期間」と
することが提案されている（ED, paragraph 13, paragraphs B16-B20）。つまり、ED における
リース期間は、発生可能性が 50 パーセントを超える最長の期間を意味する（ED, paragraph 
B16）。また、リース料の現在価値の算定方法についても、現行諸基準では「解約不能なリー
ス期間」におけるリース料の現在価値で測定されるのに対して、ED では「発生する可能性
が発生しない可能性を上回る期間」に生じ得る合理的な数のシナリオに関するキャッシュ・
フローの確率加重平均の現在価値、つまり期待値をもって測定することが提案されている
（ED, paragraph 14）。
3.2　ED における変動リース料の取扱い
ED では、借手のリース資産およびリース負債の当初測定におけるリース料の現在価値計
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算に変動リース料を含めることとされている（ED, paragraph 14）。そのうち、指数またはレ
ートに連動する変動リース料は、容易に入手可能な場合には先物相場の値を用い、それが不
可能な場合には直物相場の値を用いて見積ることとされている（ED, paragraph 14 (a)）。そ
のほかの変動リース料については、見積り方法に関する特段の定めはないことから、借手が
独自に見積ることになる。事後測定については、当初認識後にリース負債の簿価に関する重
要な変動を示唆する事実や状況がある場合には、当該簿価を再評価しなければならないとさ
れている。その再評価には、変動リース料の金額の見直しも含まれている（ED, paragraph 
17）。したがって、当初測定時点で見積った変動リース料が現時点で予想されるリース料と
異なる場合には、リース負債を再評価しなければならないことになる。見直しによって生じ
る変動額は、過去および当期に関連する部分については純損益に含め、将来に関連する部分
は使用権資産の金額を調整することで処理するとされている（ED, paragraph 18）。
3.3　ED の見直し作業と今後の展望
共同プロジェクトでは、ED に寄せられたコメント・レターを参考に、現在見直し作業が
進められている（14）。このような見直し作業の結果として、暫定的な決定事項や今後の検討課
題などをまとめたスタッフ・ペーパーが、IASB から 2011 年 10 月に公表されている（15）。ス
タッフ・ペーパーは、IASB の正式な公表物ではないものの、今後の ED の方向性を予測す
るうえで役立つものと考えられることから、本項ではその内容を変動リース料の取扱いを中
心に確認する（16）。
そこでは、リース料の現在価値計算で含める変動リース料は、以下のものに限定すること
が暫定的に決定されている（IASB 2011c, 6-7）。
•指数またはレートに連動するリース料
•経済的実質が「変動」ではないリース料（17）
•「確実（certain）」というような厳格な認識要件を満たす支払リース料（18）
このうち、指数またはレートに連動するリース料については、当初認識時の指数またはレ
ートの値に基づいてリース料の現在価値計算に含めることとされている。また、各報告日に
リース負債をその時点の指数またはレートにより見直し、生じた変動額のうち当期に関連す
るものについては純損益に含め、将来に関するものについては使用権資産に反映することが
暫定的に決定されている。
ED の当初案では、すべての変動リース料をリース料の現在価値計算に含めるとされてい
たのに対して、スタッフ・ペーパーでは上記の要件を満たした変動リース料のみをリース料
の現在価値計算に含めるとされている。ED の当初案がこのように見直されている理由とし
て、リース料を見積る際に主観的な判断が介入する点、および、実務的に適用が困難な点が
コメント・レターで寄せられたことが挙げられている（IASB 2011b, 11）。したがって、スタ
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ッフ・ペーパーでは、客観的に測定可能な指数またはレートに連動する変動リース料と確実
に支払うことが予想される変動リース料に限り、リース料の現在価値計算に含めることにな
ったと考えられる。
4．ポジション・ペーパー（2000）の会計処理
少し時代が前後するが、2000 年に G4+1 から公表されたポジション・ペーパー「リース：
新たなアプローチの導入」（Nailor and Lennard 2000）では、これまでに取り上げた現行諸基
準および ED とはやや異なる会計処理が提案されている。本節では、その内容を変動リース
料の取扱いを中心に概観する。
4.1 ポジション・ペーパーにおける借手の会計モデル
ポジション・ペーパー（19）では、借手の会計処理の目的は「リース期間の当初においてリー
ス契約によりもたらされる権利と義務の公正価値を記録すること」（Position Paper, 3C）に
あるとされ、すべてのリース取引についてリース資産およびリース負債の当初認識が求めら
れる。したがって、ED と同じように取引の分類は存在しない。リース資産およびリース負
債の当初測定は、「受け取り資産の公正価値がより明らかに検証可能な場合を除き、所与の
対価の公正価値によって測定されるべきである」（Position Paper, 3C）とされている。つま
りポジション・ペーパーでは、すべてのリース取引についてリース資産およびリース負債を
計上し、当初測定は基本的にはリース料の現在価値をもって行うことが求められている。こ
の点では、ED と特に違いはないと考えられる。
4.2 ポジション・ペーパーにおける変動リース料の取扱い
ポジション・ペーパーでは、変動リース料を決定する指標に基づいて変動リース料取引を
3 つに分類し、それぞれの会計処理が具体例を用いて説明されている（20）。
まず、指数またはレートに連動する変動リース料については、変動金利条項のある変動リ
ース料取引と、数年毎にリース料をその時点のリース料に改める変動リース料取引の 2 つの
具体例を用いて会計処理が説明されている。変動金利条項のあるリース取引については、そ
の性質が変動金利のローンと同じであると考えられ、それに準じた会計処理を適用すること
が求められている。数年毎にリース料をその時点のリース料に改める変動リース料取引につ
いては、将来支払いが予想される金額の最善の見積りを割り引いた現在価値で、リース資産
とリース負債を当初測定するとされている。
業績連動型変動リース料については、基本的に通常のリース取引で要求される会計処理と
同様、最低リース料（基本リース料）の現在価値をもってリース資産およびリース負債を当
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初測定することになる。しかし、リース契約のもとで要求される最低リース料の現在価値が
明らかに借手にもたらされる権利の価値を表さない場合には、権利の公正価値をもって当初
測定することが求められている（Position Paper, 4I）。これは、変動リース料の規定があるこ
とで基本リース料部分の金額が通常のリース取引で要求される水準よりも少ない場合を想定
している。そのような場合に、基本リース料の現在価値をもってリース資産を測定すれば、
資産の過小計上をもたらす可能性があると指摘されている（Position Paper, 4.70）。
なお、権利の公正価値の算定は、「変動リース料の事項のない同様のリース契約で要求さ
れるリース料を参照することによって決定される」（Position Paper, 4I）とされている。つま
り、同種の権利を借手にもたらす通常のリース取引で要求されるリース料の現在価値で権利
の公正価値を算定するとされている。事後測定については、当初認識で計上された金額を超
える変動リース料は、発生可能性が高く、なおかつ信頼をもって測定できるようになった段
階で認識するとされ、基本的には実際のリース料支払時、または、見積りに大きな変更が生
じたときに損益処理されるものと考えられる（Position Paper, 4J）。
使用量に連動する変動リース料については、その実質が更新オプションと同じであると考
えられている。使用量に連動する変動リース料と更新オプションは、借手に資産の「追加購
入（purchase more）」オプションを与える点で同じであり、借手が追加購入するものが時間
であるか、それとも使用量であるかの違いに過ぎないとされている（Position Paper, 4.5）。
したがって、ポジション・ペーパーで更新オプションに要求される会計処理と同様、リース
資産およびリース負債の当初測定で使用量に連動する変動リース料を加味せず、行使された
とき（変動リース料が発生したとき）に費用処理することになる（21）。
以上のように、ポジション・ペーパーでは、変動リース料の種類ごとに異なる会計処理が
提案されている。指数またはレートに連動する変動リース料は、最善の見積りをリース料の
現在価値計算に含めて当初測定が行われる。業績連動型変動リース料取引については、基本
的には基本リース料部分の現在価値をもって当初測定が行われるものの、その金額が借手に
もたらされる権利の公正価値を表していない場合には、権利の公正価値をもって当初測定が
行われることになる。使用量に連動する変動リース料は、発生時に費用処理されることにな
る。
5．リース料の現在価値による当初測定の意義
5.1　業績連動型変動リース料取引の取扱いのまとめ
第 2 節から第 4 節にかけて、現行諸基準ならびに ED の当初案およびその見直し案、ポジ
ション・ペーパーのそれぞれにおける変動リース料の取扱いについて概観した。すべての種
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類の変動リース料の取扱いは図表 1 に要約することができる。本稿では紙幅の都合上、詳細
な説明は割愛する。
図表 1　当初測定における変動リース料の取扱いの整理 
基準
加味される変動リース料の範囲 測定方法
指数 業績 使用量 その他 測定技法 測定基礎
日本基準 
(1993) ― ― ― ― ― ―
IAS 17  
(1982) ― ― ― ― ― ―
米国基準 
(1979) ○ ― ― ― 最頻値
当初認識時点の
直物相場の値
ED 当初案 
(2010) ○ ○ ○ ― 期待値 将来の予測 *1
ED 修正案 
(2011) ○ △ △
・経済的実質が「変動」ではない変動リ
ース料
・「確実」というような厳格な認識要件
を満たす変動リース料
期待値
当初認識時点の
直物相場の値
PP
(2000) ○ △ ―
・業績連動型は、権利の公正価値が下限
とされている。
最頻値 将来の予測
PP：ポジション・ペーパー、ED 修正案 : スタッフ・ペーパーの内容
△：その他の要件に該当する場合には、当初測定に含まれると考えられるものを指す。
*1：指数またはレートに連動する変動リース料については、容易に入手可能な場合には先物相場の値を、
そうでない場合には直物相場の値を使用する。
本稿が検討の対象としている業績連動型変動リース料の取扱いについて再度確認する。現
行諸基準では、最低リース料（基本リース料）の現在価値をもってリース資産とリース負債
を当初測定することが要求され、業績連動型変動リース料は現在価値の計算に含まれない。
共同プロジェクトから公表された ED の当初案では、業績連動型変動リース料も含めて予想
リース料を見積り、その予想リース料の現在価値をもって当初測定を行うことが提案されて
いる。しかし、その後の見直し作業では、業績連動型変動リース料は現在価値計算から基本
的には除くことが提案されている（22）。G4 ＋ 1 から公表されたポジション・ペーパーでは、
基本的には最低リース料の現在価値をもって当初測定を行うこととされているが、その現在
価値が借手にもたらされる権利の価値を表していない場合には、権利の公正価値をもって当
初測定を行うことが要求されている。つまり、権利の公正価値が当初測定額の下限とされて
いる。
これらの業績連動型変動リース料の取扱い（当初測定方法）についてまとめると、以下の
ように 3 つに分類できると考えられる。
①　最低リース料（基本リース料）の現在価値をもって当初測定する方法
②　変動リース料を含めて予想リース料を見積り、その現在価値をもって当初測定する方法
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③　借手にもたらされる権利の公正価値をもって当初測定する方法
①の方法は、現行諸基準および ED の見直し後の規定で要求されている当初測定方法であ
る（23）。②の方法は、ED の当初案で要求されている当初測定方法である。ただ、②の方法に
ついては、算定にあたって単一のシナリオを前提とする最頻値法を用いるのか、ED で要求
されているような複数のシナリオを前提とする期待値法を用いるのかで当初測定額が異な
る。③の方法は、ポジション・ペーパーで要求されている当初測定方法である。
5.2　リース料の現在価値による当初測定の意義
現行諸基準では、最低リース料の現在価値をもってリース資産およびリース負債を当初測
定することを求めているが、そもそも当初測定額をリース料の現在価値に求めることにはい
かなる意味があるのか。
リース料の現在価値計算では、借手がリース期間に支払うリース料総額から利息に相当す
る金額が除かれる。加古（1995, 76）は、そのように計算された現在価値は、当該物件を即
金で購入したと仮定した場合の価額すなわちリース開始時点に支払うべき貨幣の現在価値を
意味し、当該現在価値をもってリース資産に価額を付すことは、取得原価主義会計における
取得原価の決定の論理とまさに整合的であるとしている。また、紙（2003, 123-124）は、こ
のように計算された現在価値は、リース負債の側からみてもリース取引に関して借手が負っ
ている確定債務の額を表すことになるとして、割引現在価値計算は負債の測定原理にも適合
することを指摘している。これらの理由から、リース資産およびリース負債の当初測定方法
として、最低リース料の現在価値が広く受け入れられてきたものと考えられる。
しかし、加古（1995, 72-73）が指摘するように、企業会計上、現在価値計算を行うために
は、将来のキャッシュ・フロー（以下、CF）の金額および将来の CF が生じる時期、適切な
利子率（割引率）という計算要素が与えられていなければならない。通常のリース取引の場
合、将来の CF の額および将来の CF が生じる時期は、契約事項で明記されているため明ら
かとなっている。また、適切な利子率（割引率）についても、現在の追加借入利子率や直近
の長期借入金の平均利子率などを参照することができる（加古 1995, 76）。したがって、これ
らの要素が当初認識時点ですべて明らかとなっている通常のリース取引の場合には、リース
料の現在価値がリース取引により借手にもたらされる原資産（または権利）の取得原価を表
すこととなり、また借手が現在負っている債務の金額を表すことになる。さらに、高い信頼
性を備えた測定値が得られると考えられる。
5.3　変動リース料取引における問題点
しかし、これらの計算要素が当初測定時点で明らかであるという条件は、変動リース料取
引のもとでは満たされない。変動リース料取引の場合、将来の CF の額が定かではないから
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である。正確にいえば、契約事項などによりリース料の金額が明記されている基本リース料
部分は当初認識時点ですでに明らかであるが、変動リース料部分は将来事象によって決まる
ため明らかではない。現在価値計算の条件を満たそうとすれば、基本リース料部分の現在価
値をもって当初測定を行うことになるが、変動リース料が多少なりとも生ずることを想定す
れば、そのような当初測定方法のもとで得られるリース資産の金額は取得原価を表さない。
ポジション・ペーパーが指摘するように、そのような金額は借手にもたらされる原資産また
は権利を過小計上することにもなりかねない（Position Paper, 4.70）。
リース負債の金額は、契約により支払いが義務づけられている基本リース料部分のみを現
在価値計算に含めることになるため、確定債務の金額を表すという点では意味のある会計数
値を生み出すことになる。しかし、変動リース料が多少なりとも生ずることを想定すれば、
資産と同様、過小計上されている可能性が高いと考えられる。
このような見方は、最低リース料が少ないのなら当初測定額も少なくて当然であるという
批判を受けるかもしれない。しかし、変動リース料取引の場合、対価が少ないのではなく、
当初測定時点で不確定なのである。支払われるリース料が少ないのであれば当初測定額が少
ないのも理解できる（むしろ、当然なのかもしれない）が、対価が不確定だからといって当
初測定額を少なくすることは必ずしも明らかではない。また、変動リース料取引では、通常
のリース取引と同じ原資産または権利が借手にもたらされる。対等な取引関係を前提とすれ
ば、借手にもたらされる原資産または権利の価値とその取得に要する対価は一致するはずで
あり、借手はリース期間にわたって通常のリース取引で要求されるリース料と同額程度のリ
ース料の支払いが予想される。まったく、変動リース料が生じないと考えるほうが不自然で
あると思われる。
5.4　変動リース料における問題点の解決策
変動リース料取引に最低リース料の現在価値による当初測定を適用した場合の問題点を解
決するためには、現在価値計算で使用されるリース料をより現実的な金額にする必要がある。
想定される代替的な当初測定方法として、予想リース料を見積り、その現在価値をもって当
初測定を行う方法と、リース取引により借手にもたらされる原資産または権利の公正価値を
もって当初測定を行う方法の 2 つが考えられる。これら 2 つの方法は本節冒頭で列挙した業
績連動型変動リース料の当初測定方法の分類における②の方法と③の方法に該当する。
次節では、業績連動型変動リース料取引の当初測定方法として、これらの代替的な当初測
定方法が最低リース料の現在価値をもって当初測定を行う方法（①の方法）と比べていかな
る点で異なるのか、また代替的な当初測定方法間にいかなる違いが存在するのかを検討する。
具体的には、これらの当初測定方法が生み出す会計数値の意味と、ED の見直し作業で問題
となった測定値の信頼性に焦点をあてて検討を行う。
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なお、③の方法については、その公正価値をどのように算定するのかという問題が存在す
る。ポジション・ペーパーでは、同一の権利をもたらす変動リース料の規定のないリース取
引（通常のリース取引）におけるリース料の現在価値を参照することが提案されている。し
かし、本稿ではポジション・ペーパーが採る使用権モデルだけではなく、現行諸基準におけ
る当初測定も検討の対象としているので、ポジション・ペーパーでの公正価値算定方法に加
えて、入手可能な場合には原資産または権利の市場価額（即金購入価額）を参照する方法も
想定する。たとえば、経済的耐用年数基準などにより原資産にかかるすべての経済的便益が
借手に移転するような場合には、原資産の即金購入価額を公正価値とみることにする。本稿
では、上記の③の方法をその特徴から「資産に着目した当初測定」と呼ぶこととする。
6．資産に着目した当初測定の検討 
6.1　リース資産およびリース負債の当初測定額の意味
当初測定方法は、いうまでもなくリース資産とリース負債の当初測定額を決める。本項で
は、3 つの当初測定方法から生み出されるこれらの金額にいかなる意味が見出せるのか検討
する。
①の方法のもとで計上されるリース資産の金額は、すでに確認したように、変動リース料
が多少なりとも生ずることを前提とすれば、取得原価を意味するわけでもなく、また借手に
もたらされる原資産または権利の価値を表すわけでもない。同額で計上されるリース負債は、
将来の事象に関わらず借手が支払わなければならない確定している基本リース料の現在価値
であることから、借手が現時点で負っている確定債務の金額を表すことになる。
②の方法のもとで計上されるリース資産の金額は、借手が見積ったリース料の総額から金
利の要素を除いた金額になることから、借手が見積った資産の取得原価を表すといえる。つ
まり、変動リース料取引において不確定なリース料の金額を借手の予想リース料の金額に求
めた場合に得られる取得原価を表すことになる。同額で計上されるリース負債の金額は、そ
のまま借手が見積った支払債務の予想金額となる。
他方、③の方法のもとで計上されるリース資産の金額は、借手にもたらされる原資産また
は権利の公正価値を表すことになる。これは、業績連動型変動リース料取引では、借手に通
常のリース取引でもたらされる原資産または権利と同じものがもたらされるという事実を明
らかにしている。上記の 2 つの方法とは異なり、支払われる対価に着目しているわけではな
いため、取得原価を表さないと考えられるかもしれない。しかし、対等な取引関係を前提と
すれば、借手にもたらされる原資産または権利の公正価値と借手が支払うリース料総額の現
在価値は等価であると考えるのが自然であり、そう考えれば③の方法のもとで計上されるリ
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ース資産の金額は、不確定なリース料を通常のリース取引で支払いが求められるリース料に
求めた場合のリース資産の取得原価を表すことになる。
同額で計上されるリース負債の金額は、同様の論理で、同じ原資産または権利をもたらす
通常のリース取引で要求されるリース料の現在価値を意味する。借手にしてみれば、通常の
リース取引よりも変動リース料取引にすることで、対価が節約できるかもしれないという期
待があるかもしれないが、貸手はその逆を期待していると考えられる。そのように考えれば、
通常のリース取引で要求される対価と同じ金額をリース負債として計上することには、一定
の理解が得られると思われる。
それぞれの当初測定のもとで計上されるリース資産およびリース負債の当初測定額に与え
られる意味についてまとめたのが図表 2 である。②の方法と③の方法のもとでは、①の方法
を変動リース料取引に適用した場合に問題となったリース資産およびリース負債の過小計上
は解消されそうである。いずれの場合においても、リース資産およびリース負債ともに変動
リース料取引が抱える潜在的な取引規模を明らかにしていると考えられる。
図表 2　各方法におけるリース資産・リース負債の当初測定額の意味
測定基礎 該当基準 リース資産 リース負債
基本リース料の PV 現行諸基準
・ED 修正案 積極的な意味なし 確定債務
変動リース料を含む
予想リース料の PV ED 当初案 借手が見積った取得原価 借手による予想支払債務
原資産または権利の
公正価値
PP
原資産または権利の即金購入価額
（予想支払リース料を通常のリース取
引に求めた場合の取得原価）
対等な取引を前提とすれば、
予想される支払債務
PV：現在価値
PP：ポジション・ペーパー
6.2　測定値の信頼性
次に、測定値の信頼性について検討を行う。測定値の信頼性は、ED の見直し作業でも議
論になった点であり、会計数値に一定の信頼性がなければ財務諸表利用者にとっても有用で
はないと考えられる。信頼性という言葉は多義にわたるため、ここで一度定義しておく必要
がある。本稿でいう測定値の信頼性とは、測定値が検証可能性と中立性を備えていることを
意味するものとする（24）。ASBJ から 2006 年に公表された討議資料「財務会計の概念フレーム
ワーク」によれば、検証可能性とは「測定者の主観には左右されない事実に基づく財務報告」
（第 2 章，7 項）を求めるものとされ、中立性とは「一部の関係者の利害だけを偏重すること
のない財務報告」（第 2 章，7 項）を求めるものとされている。
まず、①の方法のもとでの当初測定額は、すでに確認したように、リース契約の内容や過
去または現在の実績値をもって算出されるため、検証可能性と中立性を備えるものであり、
商研13_山崎尚.indd   239 12/11/10   10:39
業績連動型変動リース料に関する借手の会計処理 
— 240 —
その測定値の信頼性は高いと考えられる。
②の方法では、現在価値計算の計算要素となる将来の CF が借手により見積られることに
なる。指数またはレートに連動する変動リース料のように、現時点でそれらの指標の先物相
場の値が存在するのであれば、それらを参照することができるが、業績連動型変動リース料
の場合には変動リース料の指標となる将来の売上高は現時点で存在せず、借手によって独自
に見積られることになる。つまり、将来の CF は、借手の見積りに依存することになるため
検証可能ではない。また、借手がリース資産およびリース負債を少なく計上したいと考えれ
ば、あえて業績を少なく見積ることによってリース資産およびリース負債の計上を回避した
り、計上金額を低く抑えることが可能となる。その点で測定値は中立性を備えていないと考
えられる。②の方法については、検証可能性および中立性の両方の観点から、測定値の信頼
性は低いと考えられる。
③の方法のもとでは、借手にもたらされる原資産または権利に活発な市場が存在すれば、
それを参照することによって測定値が求められるため、検証可能性と中立性を備えていると
考えられる。原資産または権利の市場価額が入手できない場合には、同一の原資産または権
利をもたらす通常のリース取引を参照することになるが、そのような情報が得られる範囲で
あれば、検証可能性と中立性を備えていると考えられる。③の方法のもとでは、測定値の信
頼性はある程度確保されるものと考えられる。
以上のように、もっとも測定値の信頼性が高いと考えられるのは①の方法である。③の方
法は、①の方法に比べれば信頼性は劣るものの、ある程度の信頼性は確保されると考えられ
る。他方、②の方法は業績予想が独自に行われる点で検証可能性を備えておらず、借手がリ
ース資産およびリース負債の当初測定額を低く抑えたいと考えれば、そのように操作できる
余地がある点で中立性も低いと考えられるため、測定値の信頼性は低いと思われる。
6.3　当初認識後の会計処理に関する検討
本節のこれまでの検討から、資産に着目した当初測定（③の方法）は、測定値に一定の信
頼性を与えながら、リース資産およびリース負債の潜在的な取引規模を明らかにする点で、
最低リース料の現在価値をもって当初測定する方法（①の方法）で生ずる問題の有効な解決
策であると考えられる。同じく解決策と考えられた予想リース料の現在価値をもって当初測
定する方法（②の方法）は、潜在的な取引の規模を明らかにする可能性はあるものの、ED
の見直し作業でも問題になったように測定値の信頼性が低いと思われる。したがって、変動
リース料における問題点の解決策としては、資産に着目した当初測定方法が有効であると考
えられる。
本項では、この資産に着目した当初測定について、当初認識後の会計処理について検討を
加える。リース資産およびリース負債の当初測定額は、その後のリース期間にわたる損益項
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目の金額に影響を与える。具体的には、リース資産の当初測定額は減価償却費に影響を与え、
リース負債の当初測定額はその償却額および当該償却額と実際のリース料との差額に影響を
与える。リース負債の償却額と実際のリース料との差額とは、リース負債をリース期間にわ
たって償却するために借方計上されるリース負債の償却額と、実際にリース料として支払わ
れる金銭に関する貸方項目の金額との差額を指す。借方と貸方で異なる金額が計上されれば、
差額が生まれ損益が発生することになる。なお、本稿ではこれらの損益項目の金額の意味に
関する検討を進めるにあたって、議論の単純化のため貨幣の時間価値はないものとする。つ
まり、リース負債から金利費用は生じないものと仮定をおく。
まず、減価償却費の金額の意味について検討する。資産に着目した当初測定のもとで計上
される各期の減価償却費は、同じ原資産または権利をもたらす通常のリース取引で計上され
る減価償却費と同じ金額になる。すでに確認したように、業績連動型変動リース料取引では、
通常のリース取引の場合と同じ原資産または権利が借手にもたらされ、それをリース期間に
わたって費消する点でも同じであることに着目すれば、その事実を表す減価償却費が計上さ
れることになる。
次に、リース負債の償却額および当該償却額と実際のリース料との差額について検討する。
本稿では、リース負債の償却方法として、以下の 2 つの方法を想定している。1 つは、毎期
均等額を償却する方法であり、もう 1 つは実際に支払われた金額と同じ金額を償却額とする
方法である。それぞれの方法のもとで計上される損益項目の金額は異なるため、2 つの償却
方法についてそれぞれ検討する。
前者の償却方法で計上されるリース負債の償却額は、通常のリース取引で要求される各期
のリース料の金額となる。当該償却額と実際に支払われたリース料との差額は、通常のリー
ス取引で支払いが要求されるリース料と変動リース料取引のもとで実際に支払ったリース料
との差額を表す。借手がリース料を固定ではなく変動にする動機の 1 つとして、リース料を
節約できるかもしれないという期待があると思われる。そのような期待に着目すると、債務
の償却額と実際の支払リース料との差額は、そのような借手の期待が達成されたのか、それ
とも失敗に終わったのかを判断するうえで役立つと考えられる。
後者の償却方法で計上されるリース負債の償却額は、実際に支払われたリース料と同じ金
額であり、いうまでもなくリース負債の償却額と実際のリース料の金額との間に差額は生じ
ない。したがって、損益計算書には特段の影響はない。一方、貸借対照表に計上される債務
の金額は、未償却の債務額を表すことになる。対等な取引関係を前提とすれば、同じ原資産
または権利が借手にもたらされるため、変動リース料を採用した場合であっても通常のリー
ス取引で要求されるリース料と同額のリース料の支払いがリース期間全体で要求されると予
想されることはすでに確認したとおりである。そう考えると、未償却の債務の金額は、リー
ス取引を長期的に見た場合に将来支払うことが予想される未払いのリース料の金額を表すこ
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とになる。後者の方法によった場合には、損益計算書に対して影響を与えることは基本的に
はないが、貸借対照表に計上されるリース負債の金額に一定の意味を与えることができる点
で一定の理解が得られるであろう。
このように、資産に着目した当初測定は当初測定額に合理的な解釈を与えることができる
だけでなく（または、与えることによって）、その後の損益計算において最低リース料の現
在価値をもって当初測定する場合よりも多くの情報を提供できる可能性がある。
業績連動型変動リース料取引では、借手にもたらされる原資産または権利が通常のリース
取引でもたらされるものと同じであり、それをリース期間にわたって費消する点でも通常の
リース取引と同じである。異なる点は、その原資産または権利を取得するための対価が当初
測定時に未確定であるということである。借手には変動リース料を選択することにより、対
価を節約できるかもしれないという期待があるかもしれないが、対等な取引関係を前提とす
れば通常のリース取引で要求されるリース料と同額程度の金額を支払うことが予想される。
そのように業績連動型変動リース料取引の実質を捉えた場合、資産に着目した当初測定は測
定値に一定の信頼性を与えながら、当初認識時には当該リース取引の潜在的な規模を明らか
にし、当初認識後に計上される損益項目にも解釈可能な意味を与えることができると考えら
れる。
7．おわりに 
本稿では、業績連動型変動リース料取引の会計処理について、これまであまり検討されて
こなかった資産に着目した当初測定の積極的な意義を中心に検討をしてきた。第 2 節から第
4 節にかけては、現行諸基準および共同プロジェクトの ED、G4+1 のポジション・ペーパー
における変動リース料取引にかかる借手の会計処理について概観し、整理した。第 5 節では、
現行諸基準および近く基準化が予想される ED の見直し案で採用されている最低リース料の
現在価値に基づく当初測定が、通常のリース取引ではリース資産およびリース負債にそれぞ
れ意味のある数値を与えることを確認したうえで、当該当初測定方法を変動リース料取引に
適用したときの問題点、つまりリース資産とリース負債が過小計上されるという問題点を指
摘した。第 6 節では、その問題点の解決策として考えられる 2 つの当初測定方法について検
討を行い、資産に着目した当初測定が過小計上という問題の有効な解決策となりうることを
確認した。
本稿における主張は、以下のように要約できる。通常のリース取引と業績連動型変動リー
ス料取引を比べた場合、借手にもたらされる原資産または権利は同じであり、それをリース
期間わたって費消できる点も同じである。しかし、取得するために支払われる対価がリース
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取引開始時点で不確定であるという点で、通常のリース取引と異なるのが変動リース料取引
の特徴である。借手からしてみれば、変動リース料を選択することによって支払対価を節約
できるかもしれないという期待があると思われるが、対等な取引関係を前提とすれば、借手
にもたらされる原資産または権利が同じである以上、借手が支払うことになるリース料は通
常のリース取引と同額程度であることが想定される。
そのように考えた場合、最低リース料の現在価値で業績連動型変動リース料取引にかかる
リース資産およびリース負債を当初測定すれば、当該リース取引の潜在的な取引規模を明ら
かにすることができず、リース資産とリース負債の過小計上を生じさせる。このような問題
を解決する方法としては、借手が予想したリース料の現在価値をもって当初測定する方法と、
原資産または権利の公正価値をもって当初測定する方法の 2 つが考えられる。しかし、この
うち前者は潜在的な取引規模を明らかにできる一方、ED の見直し作業でも指摘されたとお
り、測定値の信頼性に問題があると考えられる。他方、資産に着目した当初測定方法では、
測定値に一定の信頼性を与えながらも取引の潜在的な規模を明らかにすることができ、さら
に当初認識後に計上される損益項目を意味のあるものにすることができると考えられる。
本稿では、意識的にリース資産およびリース負債のオンバランスに関する論理に触れてこ
なかった。しかし、現行諸基準に見られるような経済的実質に着目した会計モデルであって
も、ED およびポジション・ペーパーのような使用権モデルであっても、リース資産および
リース負債の当初測定については検討の余地が残されていると考えられる。特に、使用権モ
デルについては、現行諸基準における基準回避行動を解決することが１つの目的とされた会
計モデルであるにもかかわらず、業績連動型変動リース料取引に係るリース資産およびリー
ス負債を最低リース料の現在価値で当初測定することを認めれば、結局は業績連動型変動リ
ース料をリース契約に組み入れることによって、計上金額を低く抑えることを可能にしてし
まう。つまり、基準回避的な行動をとれる余地を残すことになってしまうのである。
また、現行諸基準であっても、実質的には売買に相当する取引であるにもかかわらず、あ
えて業績連動型変動リース料をリース契約に組み入れることによってリース資産およびリー
ス負債の計上を回避したり、計上額を低く抑えることが可能であり、それはリース取引の実
質的な規模が示されないことを意味する。そういったなかで、資産に着目した当初測定方法
は、測定値に一定の信頼性を与えながらも、取引の経済的規模を表しうる点で業績連動型変
動リース料取引にかかる代替的な当初測定方法として検討する余地があると思われる。
しかし、この方法には問題点もあると考えられる。石井（2005, 108）は、同一の権利をも
たらす変動リース料の規定を含まないリース料取引に関する情報が得られなかった場合に
は、測定値の信頼性は低下すると指摘している。また、負債に計上される金額は対等な取引
関係を前提とすれば支払うことが予想される金額であり、企業が実際に負っている債務では
ないことから負債の定義を満たさない可能性がある。基本リース料のみを資本化するのでは
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情報開示として不十分であるとしても、変動リース料部分までも貸借対照表本体に計上すべ
きか否かは別問題であるとも考えられる。この問題は、FASB および IASB の間で現在見直
しが進められている負債会計とも深くかかわっているものと思われる。
本稿は、これらの問題点や残された検討課題はあるものの、資産に着目した当初測定には
一定の合理性が認められるため、業績連動型変動リース料取引に関する借手の会計処理とし
て検討する価値があるのではないかということを主張したまでである。
【 注 】
（1） 当時の詳しい様子や IASB および FASB の両者間で結ばれた MoU との関係などについては、山田（2007）
を参照されたい。
（2） 東京合意は、IASB との間での会計基準のコンバージェンスに関するものであり、そこでは 2011 年 6 月
以降に IASB において新たな会計基準が適用となる際に日本において国際的なアプローチが受け入れら
れるよう、緊密に作業を行うこととされている（論点整理 , 8 項）。
（3） 原資産（Underlying Asset）とは、「使用権がリースにおいて移転される資産」（ED, Appendix A）を指
す。たとえば、自動車のリース取引であれば、自動車が原資産となる。
（4） そのような指摘は、Dieter（1980, 6）および加藤（2009, 119）を参照されたい。
（5） 本論文では、IFRSs を IASB によって承認されている会計基準および適用指針（IAS や IFRS、IFRIC な
ど）の総称として用いている。
（6） 米国基準では、「キャピタル・リース」と呼ばれる。以下、本稿ではファイナンス・リースには米国に
おけるキャピタル・リースも含まれるものとする。
（7） 日本基準および米国基準では、「解約不能なリース期間が原資産の経済的耐用年数のおおむね 75％以上」
である場合には、当該リース取引を FL 取引に分類するとされている。
（8） IAS 17 では、リース取引の分類は所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて移転するか否かによっ
て判断されるとされ、その 1 つの具体例としてこのような現在価値基準があげられている。また、米国
基準および日本基準では「90％以上」という具体的な値が示されているが、IAS 17 では「リース開始日
において、最低リース料総額の現在価値が、当該リース資産の公正価値と少なくともほぼ等しくなる場
合」（IAS 17, paragraph 10 (d)）とされており、具体的な値は示されていない。
（9） リース資産およびリース負債を認識する日については、米国基準では“lease inception”とされ、主た
る契約条項が明らかになっているリース契約締結日を意味するとされている（ASC, paragraph 840-20-
20）。他方、日本基準および IFRS ではそれぞれ「リース期間の起算日」（日本基準 , 37 項）および
“commencement of lease term”（IAS 17, paragraph 4）とされ、借手が原資産を使用収益する権利を取
得した日とされている。しかし、これらの違いは本稿の検討事項と直接的に関係がないと考えられるた
め、両者を区別せず「リース取引開始前」とする。
（10） 正確にいえば、日本基準では適用指針 22 項において、貸手の購入価額が明らかな場合には予想リース
料の現在価値と当該金額のいずれか低い額で、明らかでない場合には予想リース料の現在価値と見積現
金購入価額のいずれか低い額で計上することを要求している。同様の規定は、IFRSs および米国基準で
もみられる。しかし、本稿で検討している変動リース料取引の場合、変動リース料の規定があるため契
約で要求される最低リース料（基本リース料）の金額は低く抑えられていることが想定される。したが
って、基本的にはリース料の現在価値が原資産の公正価値などを上回るとは考えにくいため、リース料
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の現在価値をもってリース資産とリース負債が計上されると考えられる。
（11） この会計基準は、1976 年 11 月に FASB から公表された FAS 13 をベースに、十数回の改訂を経て 2003
年に現在の FASB の会計基準の体系である Accounting Standards Codification に Topic 840 として含まれ
たものである。数多く行われた改訂のうち、1979 年 6 月に公表された SFAS 29「変動リース料の決定」
により変動リース料に関する規定が改訂され、現在に至っている。
（12） 変動リース料を引き起こす特定の値（target）の達成が確からしい（probable）場合には、特定の値が
達成される前に変動リース料を認識することとされている（ASC, para. 840-10-25-35）。ただし、特定の
値が達成されないことが確からしい場合には、利益へ戻すこととされている（ASC, para. 840-10-40-1）。
（13） ただし、リース期間が 12 ヶ月以内のリース取引については「短期リース」に分類され、割引前のリー
ス料総額をもってリース資産およびリース負債を計上できるなどの簡略な会計処理を適用することがで
きる。しかし、短期リースであってもリース資産とリース負債の計上は要求される。
（14） 2012 年 6 月には、2012 年第 4 四半期に再公開草案を公表することが IASB と FASB の間で合意されて
いる。
（15） 2011 年 3 月にも IASB から共同プロジェクトに関するスタッフ・ペーパーが公表されているが、その内
容は 2011 年 10 月に公表されたスタッフ・ペーパーに含まれている。
（16） 本稿では、紙幅の関係上、変動リース料以外に関する ED の当初案の見直しの詳細は扱わないが、主な
変更点としてはリース期間が現行の会計基準と同じ「解約不能なリース期間（更新オプションや解約オ
プションの行使が合理的に予想される場合にはその期間を加味する）」に変更することが検討されてい
る。なお、予想リース料の期待値測定については維持されている。
（17） 形式上変動リース料とされているが実質的には固定である支払リース料を指す（staff paper, 6）。
（18） 「確実（certain）」という認識要件を満たす支払リース料については、2011 年 2 月の議論の段階では、
「合理的に確実（reasonably certain）」という認識要件を満たす支払リース料を借手のリース料支払債務
に含めるとする暫定的に決定されていたが、2011 年 7 月の議論において「確実（certain）」という認識
要件を満たす支払リース料に変更され、「確実ではない（less certain）」ものについては、借手のリース
料支払債務に含めないことが暫定的に決定されている。閾値については、高いほうから「確実
（certain）」、「合理的に確実（reasonably certain）」、「可能性が高い（probable）」、「どちらかといえばあ
りうる（more likely than not）」とされている（加藤 2010, 42）。
（19） ポジション・ペーパーの公表以前に、同じく G4+1 から公表されたスペシャル・レポート（McGregor 
1996）では、現行基準の問題点は OL 取引に係る資産と負債が認識されない点にあることが指摘され、
現行基準における取引の分類をなくし、すべてのリース取引に同じ会計処理を求めることが、財務諸表
の比較可能性を高めることになると主張されている。ポジション・ペーパーは、このスペシャル・レポ
ートの主張をより具体的なものとするため、借手および貸手が認識する資産および負債の範囲の決定に
関する原則と、リース取引におけるさまざまな特約（オプションや変動リース料など）を加味する方法
について検討されている（Position Paper, Summary）。
（20） ポジション・ペーパーのなかで具体例を用いた説明がされている。変動リース料の種類ごとの会計処理
については石井（2005）で詳しく紹介されている。
（21） ポジション・ペーパーでは、更新オプションはオプションの行使に制約がない限り、リース資産および
リース負債の当初測定で加味しない とされている（Position Paper, 4B, 4D, 4G）。そして、オプションが
行使された時点で、追加的に生ずる権利と義務をリース資産とリース負債として計上することが求めら
れている（Position Paper, 4F）。使用量に連動する変動リース料の場合、（使用量を追加購入するという）
オプションが行使された段階で、すでにその経済的便益の費消は行われ、その支払いも同期間内に行わ
れると想定されることから、追加的なリース資産とリース負債の計上はないものと考えられる。
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（22） 正確にいえば、経済的実質が固定であるか、または、確実に支払うことが予想される部分については、
現在価値計算に含めることとされている。
（23） ①の方法では、契約の規定などで支払うことが確実な変動リース料も現在価値計算に含まれるものとす
る。具体的には、ED の見直し案と同じ当初測定方法を本稿では想定している。
（24） 本稿では、信頼性を考えるうえで、ASBJ から公表された討議資料「財務会計の概念フレームワーク」
（以下、概念フレームワーク）を参照した。概念フレームワークでは、信頼性を支えるものとして中立
性および検証可能性、表現の忠実性があげられている。そのうち、表現の忠実性については、ここでの
検討課題である測定値の信頼性にかかわるものではないものと考えられるため、検討の対象外としてい
る。
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